
令和４年度
指定給⽔装置⼯事事業者説明会

⽇ 時 令和４年11⽉１6⽇（⽔）
午後２時００分から

場 所 花巻市⽂化会館 ⼤ホール
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説明内容
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（１）給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項 ｐ.3  〜11
（２）給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について ｐ.12〜24
（３）中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について ｐ.25〜38
（４）指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて ｐ.39〜54



（１）給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項
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・給⽔装置⼯事申込関係書類について
・給⽔装置⼯事関係様式について
・申込書の提出から承認まで
・申込書の記⼊について
・給⽔装置の完成検査について
・窓⼝対応について
・その他



給⽔装置⼯事申込に関連する、標準給⽔装置⼯事要綱、給⽔
装置⼯事関連様式等については、随時、更新しておりますの
で、ホームページで最新のものを確認し、利⽤するようお願
いします。
なお、令和４年４⽉１⽇から給⽔装置⼯事要綱及び貯⽔槽設
備等設置基準、それらに附随する別図集等の改正がありまし
たのでご注意下さい。

給⽔装置⼯事申込関係書類について
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岩⼿中部⽔道企業団 事業者の⽅へ

👉
給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項

👉

ホームページ画⾯
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給⽔装置⼯事関係様式について

給⽔装置⼯事に関連する様式等について、各場⾯において
必要となるものは右図（標準給⽔装置⼯事要綱§5別表）の
とおりですので参考としてください。

給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項
標準給⽔装置⼯事要綱 §5別表

👉

👉 ホームページ画⾯



申込書類に不備・不⾜がある場合は、受付できませんので、
給⽔装置⼯事申込時チェックシート（様式第７号）を利⽤し、
⼯事店で必要書類を点検後、提出をお願いします。主に、建
築確認通知書、特殊器具の認証書、⽔理計算書（メーター⼝
径30ミリ以上等の場合）の添付漏れが散⾒されます。
※チェックシートも併せて提出してください。

留意事項
受付後（書類が揃いしだい）から概ね１週間を⽬安に承認で
きるよう審査をしていますが、お待たせする場合もあるかと
思いますのでご理解とご協⼒をお願いします。
また、急ぎでの承認を要望される場合がありますが、受付順
で審査していますので、余裕をもって提出するようお願いし
ます。

申込書の提出から承認まで
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提出前にチェックシートで確認︕

電話で連絡します︕

給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項

標準給⽔装置⼯事要綱 §5別表



申込書の記⼊について
⾚枠内のみ記⼊して下さい。記⼊例として最低限必要な箇
所について⾚⽂字で記載しています。詳細は、給⽔装置⼯
事要綱第３章をご覧ください。
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留意事項
①⼯期について
着⼿⽇は余裕をもった⽇を記⼊すること。
②代理⼈について
申込者が企業団管内（北上市・花巻市・紫波町）に居住し
ていない場合、管内に居住している代理⼈を⽴てる必要があ
ります。
③同意書について
給⽔装置⼯事をする際、共同管からの分岐や、他⼈の⼟地を
通過する場合は利害関係⼈（所有者等）からの同意書の記⼊
が必要です。

③

②

①

※給⽔装置申込関連書類には押印が必要です︕

給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項



検査の申込み

実施⽇の２⽇前の正午までに予約すること。

完成書類に不備があった際

実施⽇の前⽇午前中までに不備・不⾜が解消されない場合は、

完成検査は実施しないのでご注意願います。

留意事項

①完成図等の修正を指⽰された場合、概ね１週間以内に提出

すること。

②給⽔管末端部のバルブ⽌めは、⽔が停滞する構造となって

しまうので単⽔栓を設置すること。

③完成検査をしない、図⾯等の修正指⽰に応じない場合は、

新規の⼯事を受付しない場合があります。

給⽔装置の完成検査について
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抜粋 標準給⽔装置⼯事要綱

給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項

参考 書類審査内容



窓⼝対応時間
午前８時３０分〜午後３時 まで
(午後０時〜午後１時は除く)

図⾯の閲覧提供について

緊急時（漏⽔等）以外のＦＡＸ・メールでの提供は⾏いませ

ん。対応時間内までに窓⼝にお越し下さい。

留意事項
相談等の場合は、原則、主任技術者が来庁するようお願いし
ます。直接お話しすることで、伝達内容や指⽰事項の⾏き違
いも減らすことができます。主任技術者の責務を再認識して
いただくようお願いします。

窓⼝対応について
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抜粋 給⽔装置⼯事主任技術者研修テキスト

給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項



漏⽔修理に伴う給⽔装置修理⼯事報告書の提出について
使⽤者の依頼により漏⽔修理をした場合、岩⼿中部⽔道企業
団指定給⽔装置⼯事事業者規程第12条により、１カ⽉以内に
給⽔装置修理⼯事報告書（様式第27号）を提出してください。
使⽤者が、⽔道料⾦の減免を希望する場合は、その都度、使
⽤⽔量認定申請書（様式第28号）も併せて提出してください。

留意事項
①写真について
修理の前後、漏⽔状況、修理状況、メーター指針等
②図⾯について
漏⽔箇所、修理⽅法（使⽤資材等）等がわかるように
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その他
給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項

様式第27号 1枚⽬
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給⽔装置⼯事申込等全般に係る留意事項

様式第27号 ２枚⽬



（２）給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について
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令和４年４⽉１⽇より、給⽔装置⼯事申込みに係る施⼯基準である標準給⽔装置
⼯事要綱及び貯⽔槽設備等設置基準等について⼀部⾒直しを⾏いました。

・標準給⽔装置⼯事要綱
・貯⽔槽設備等設置基準
・別図集
・製図



（⼝径の決定）

第16 2 給⽔管の⼝径は、配⽔管⼝径以下であること。

（改正後）

第16 2 給⽔管の取出し⼝径は、配⽔管の⼝径より⼩さいものとすること。

ただし、配⽔管の⽔圧等給⽔能⼒に著しく⽀障を及ぼす恐れが無いと

判断されるときは、配⽔管の⼝径と同等以下にすることができる。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.7
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



（保護⼯）

第22 (2)ア サヤ管は管端処理を施すこと。(別図第7)

（改正後）

別図第7について修正しました。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.10
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



（メーターの設置）

第25 2 メーターは使⽤⽔量に応じたものを選び、原則として給⽔栓より低位に、かつ、⽔平に設置

すること。

（改正後）

第25 2 メーターは使⽤⽔量に応じたものを選び(§8⽔理計算参考資料 4メーターの性能とメーター

⼝径の選定参照)、原則として給⽔栓より低位に、かつ、⽔平に設置すること。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.11
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計
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§8⽔理計算参考資料 4メーターの性能とメーター⼝径の選定

給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



（メーターの設置）

第25 9 メーターは⼝径50ミリメートル以下は直読式メーターを標準とする。

⼝径75ミリメートル以上のメーターは全て隔測式メーター(別図第10)を

取付けること。

（改正後）

第25 9 メーターは⼝径40ミリメートル以下は直読式メーターを標準とする。

⼝径50ミリメートル以上のメーターは全て隔測式メーター(別図第10)を

取付けること。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.12
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



（メーターの設置）

第25 10 メーターの⼝径は、給⽔栓の取付け個数に応じ⽔理計算により決定するものとする。ただし、5 

号瞬間湯沸器、(以下略)とする。なお、⽔理計算書の提出を省略できるメーター⼝径別の給⽔栓最⼤取付け

個数は次のとおりである。

（改正後）

第25 10 給⽔管及びメーターの⼝径選定は、⽔理計算によることを原則とするが、給⽔栓の取付け個数が

次の表に概当する場合は、⽔理計算を省略することができる。ただし、分岐位置からメーターまでの距離及

び末端給⽔栓までの距離が著しく⻑い場合は、省略せず⽔理計算により算出するものとする。

※最⼤給⽔栓数には、5号瞬間湯沸器、1栓専⽤の⼩型電気温⽔器、⾷洗器、浄⽔器、ロータンク式トイレ、

⼩便器⽤フラッシュバルブ棟は含まないものとする。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.12
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について

⽔理計算を省略できる栓数の表。
給⽔管の距離によってはこの限りでは
ありませんので注意ください。



（メーターの設置）

第25 11 メーターを新規に設置する場合、⼝径50ミリメートル以下は上⽔ねじメーターを設置すること。

⼝径75ミリメートルから⼝径150ミリメートルまでは上⽔フランジタイプの使⽤を原則とする。

（改正後）

第25 11 メーターを新規に設置する場合、⼝径40ミリメートル以下は上⽔ねじメーターを設置すること。

⼝径50ミリメートルから⼝径150ミリメートルまでは上⽔フランジタイプの使⽤を原則とする。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.13
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について

メーター⼨法上⽔フランジタイプΦ50が追加さ
れていますのでご注意ください。
Φ50以上の上⽔フランジタイプの
補⾜管は伸縮補⾜管を採⽤してい
ます。



（配管）

第26 4(1) メーター配管は、(別図第6)に基づき設置すること。メーター設置にあたり、⼝径

25ミリメートル以下は埋設式⼀体型メーターユニットを使⽤することとし、⼝径

30ミリメートルから⼝径50ミリメートルまでは、前後にステンレス製フレキシブル

継⼿、⼝径75ミリメートル以上は、前後に鋳鉄管を使⽤すること。

（改正後）

第26 4(1) メーター配管は、(別図第6)に基づき設置すること。メーター設置にあたり、⼝径25

ミリメートル以下は埋設式⼀体型メーターユニットを使⽤することとし、⼝径30ミリ

メートルから⼝径40ミリメートルまでは、前後にステンレス製フレキシブル継⼿、⼝

径50ミリメートルは前後にポリエチレン管、⼝径75ミリメートル以上は、前後に鋳鉄

管を使⽤すること。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.13
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



（無償譲渡における⽔道施設の選定）
第32 企業団に無償譲渡するものは、原則として⼝径75ミリメートル以上のダクタイル

鋳鉄管、⼜は、配⽔⽤ポリエチレン管を標準とし、それ以外については別途協議

によるものとする。

（改正後）

第32 企業団に無償譲渡するものは、原則として⼝径75ミリメートル以上のダクタイル

鋳鉄管を標準とする。それ以外については別途協議によるものとする。

標準給⽔装置⼯事要綱 第４章 給⽔装置の設計 p.16

21

給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



（給⽔⽤ポリエチレン管の布設）

第40 給⽔⽤ポリエチレン管の使⽤できる範囲は、(以下略)

3 使⽤に際しては給⽔⽤ポリエチレンパイプ協会、各継⼿メーカーの

施⼯マニュアル等に準じて施⼯すること。

（改正後）

（ポリエチレン⼆層管の布設）

第40 ポリエチレン⼆層管管の使⽤できる範囲は、(以下略)

3 継⼿は耐震性能強化型⾦属継⼿(WSA規格適合品)を使⽤すること。

4 使⽤に際しては「⽇本ポリエチレンパイプシステム協会」、各継⼿メーカーの

施⼯マニュアル等に準じて施⼯すること。

標準給⽔装置⼯事要綱 第５章 給⽔装置の⼯事施⼯ p.19
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



第5.6 貯⽔槽への給⽔管（中略）とする。

ただし、⼝径20ミリメートル以下の場合はボールタップとすることができる。

（改正後）

第5.6 貯⽔槽への給⽔管（中略）とする。また、定⽔位弁等の開閉や過流量により発⽣

するウォーターハンマー、配⽔管⽔圧等への影響を防⽌するため、定流量弁または

減圧弁の設置等によりメーター適正流量での流⼊及び給⽔管内流速 2ｍ/ｓ以下と

なる対策を講じるものとする。ただし、⼝径20ミリメートル以下の場合はボール

タップとすることができる。

貯⽔槽設備等設置基準 設計及び施⼯ p.2
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について



別図集

要綱の改正に伴い、必要な分の図⾯を修正いたしました。

詳細はホームページをご覧ください。

製図

企業団設計審査の指導と整合あるよう修正いたしました。

詳細はホームページをご覧ください。
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給⽔装置⼯事に係る施⼯基準の⼀部改正について
別図集・製図



（３）中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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・直結給⽔増圧式給⽔の導⼊について
・直結給⽔増圧式給⽔の⻑所と短所
・直結直圧式給⽔について
・中⾼層建物直結給⽔⼯事フロー
・事前協議について
・中⾼層建物の留意点
・中⾼層のメーター
・直結増圧装置について
・その他



令和３年４⽉１⽇より「中⾼層建物直結給⽔技術基準」を設け、直結増圧式給⽔を導⼊しています。これに
より、従来貯⽔槽を設置する必要のあった中⾼層建物においても、給⽔装置に直結増圧装置(ブースターポン
プ)を設置することで直結の給⽔が可能になります。

※対象階数は4〜15階を標準とします。

直結給⽔増圧式給⽔の導⼊について
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直結式 直結直圧式(3階まで)
直結増圧式(標準的には、4階〜15階程度まで)

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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直結給⽔増圧式給⽔の⻑所と短所

直結式と貯⽔槽式ではそれぞれ⻑所・短所がありま
すが、これまで貯⽔槽式が抱えていた滞留⽔等の衛
⽣上の問題、貯⽔槽設置に係るスペースの確保など
の問題を解決し給⽔サービスの向上を図ることを⽬
的に、中⾼層設置基準が導⼊されました。貯⽔槽式
ではそれぞれ⻑所・短所がありますが、衛⽣上、省
エネルギー化、スペースの確保など給⽔サービスの
向上を図ることを⽬的に、中⾼層設置基準が導⼊さ
れました。

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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直結直圧式
普段申請いただいているものです。配⽔管の最⼩
動⽔圧(0.2MPa)に間に合うような配管で設計する
こととなっています。

対象階数
３階まではこちらとなります。

直結直圧式給⽔について
中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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直結増圧式
今回から導⼊されたものです。必要流量、⽔頭からポ
ンプを選定します。直結なので安全で新鮮な⽔が供給
されます。

対象階数
４〜15階まではこちらになります。

留意事項
給⽔装置はお客様の財産であることから、給⽔⽅式に
関係なく、⼯事費、保守点検、ポンプ点検などの費⽤
はすべてお客様のご負担となります。

直結給⽔増圧式給⽔について
中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
中⾼層建物直結給⽔⼯事フロー

直結給⽔に係る⼿続きは右図のとおりとなります
ので参考としてください。



申込みする前に
中⾼層建物に直結給⽔を⾏う場合は「直結給⽔事前協議申請書」により直結給⽔の可否を協議してください。
必要要件については中⾼層建物直結給⽔基準を参考下さい。
申請書類に不備がある場合、原則受付はせず⼀旦返却します。

事前協議について①

31

※事前協議には付近⽔圧測定や付近状況の確認等の必要があり、回答までお時間をいただく場合
もあります。余裕を持った計画で協議していただくようお願いいたします。

回答について
回答ができ次第連絡し、回答書をお渡しします。
※事前協議回答はあくまで直結給⽔の可否についての回答です。

その⼯事⾃体の⽔理計算や建物計画は別途検討、協議してください。
留意事項
建物規模、⽤途に変更がある場合及び回答後１年間を経過した場合は、再度協議が必要です。

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について

直結給⽔に必要な標準的
な配⽔管⽔圧は0.2MPa
です。安定して給⽔でき
る区域かを確認します。
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事前協議について➁

直結給⽔事前協議申請書の記⼊について
⾚字の部分について漏れなく記⼊してください。

留意事項
①２部提出すること。
➁添付書類（位置図、平⾯図、⽔理計算書、建築概要
図書）を忘れずに提出すること。
③本申請書には裏⾯がありますので、裏⾯の条件等に
ついても確認すること。※印刷する際は両⾯印刷で

ここには何も記⼊しないでください︕

記⼊例

裏⾯

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について



流速について
管内流速は原則2.0m/s以下となるような計画としてください。
分岐⼝径について
分岐対象配⽔管はφ75以上としてください。分岐給⽔管⼝径は配⽔管がループしている場合は１段落ち以下、
⾏き⽌まりの管からは２段落ち以下を原則としてください。
逆流防⽌について
直結増圧装置の流⼊側に、減圧式逆流防⽌器を設置してください。
その他
給⽔⽅式を貯⽔槽式から直結式に切り替える場合は、原則として既設配管を流⽤せず新設管としてください。
増圧式の場合、冬期間も使⽤可能な直圧で給⽔できる共⽤⽔栓を設置してください。

※細かい要件については中⾼層建物直結給⽔技術基準を確認してください。

中⾼層建物の留意点
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中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について



直結直圧式(３階建て)のメーター
「給⽔装置⼯事要綱」(第25.6)によること(１〜２階建物と同様)

直結増圧式の場合のメーター
親メーター︓集合住宅等で総量を計量するためのメーター
⼦メーター︓各⼾検針するため建物内に設置するメーター、または直圧共⽤⽔栓に設置するメーター

留意事項
⼦メーター(直圧共⽤⽔栓メーターを除く)は最⼩⼝径φ20の直読式メーターを設置してください。
⼦メーター(直圧共⽤⽔栓メーターを除く)は、共⽤部分に⾯したパイプシャフト内に設置することとし、
メーターユニットを使⽤してください。

中⾼層のメーター

34

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について

各⼾検針が可能です。
基本的な考え⽅は貯⽔槽
の各⼾検針と同様です。



直結増圧装置試運転
製造メーカー⽴合いのもと試運転を実施してください。

維持管理
管理者を選定し維持管理を⾏ってください。
「直結増圧装置設置条件承諾書」(中⾼層基準内)とともに「給⽔装置管理⼈選任(変更)届」(様式第10号)
を提出してください。（事前協議段階では不要です。）

直結増圧設備の完成
完成後、末端給⽔栓までを対象にすみやかに確認・試験を実施してください。
給⽔装置⼯事要綱に基づき通⽔及び⽔圧試験を実施します。
事前に企業団給配⽔課給⽔係に連絡し⽅法について協議を⾏ってください。

直結増圧装置について①
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中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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直結増圧装置について➁

直結増圧装置設置条件承諾書の記⼊について
⾚字の部分について漏れなく記⼊してください。
様式は中⾼層基準25ページにあります。

留意事項
本承諾書には裏⾯がありますので、裏⾯の条件等
についても確認すること。※印刷は両⾯印刷で

記⼊例

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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直結増圧装置について③

給⽔装置管理⼈選任（変更）届の記⼊について
⾚字の部分について漏れなく記⼊してください。
様式は給⽔装置⼯事関連様式の第10号です。

留意事項
管理⼈は緊急時に必ず連絡がとれる者を選任して
ください。

記⼊例

中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について



各⼾検針について
貯⽔槽設備等設置基準の第6 メーターの各⼾検針も参
考に確認ください。料⾦徴収や契約については別課
との確認必要になるので都度協議下さい。

設置ポンプの設定・計算について
⽔理計算参考資料の⽔理計算例５を参考に確認くだ
さい。不明な点等ありましたらご連絡ください。

その他
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中⾼層建物直結給⽔技術基準の導⼊について
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・更新制度の概要
・指定の有効期間
・更新⼿続きについて
・その他

（４）指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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更新制度の概要①

（１）指定給⽔装置⼯事事業者制度とは

給⽔装置の構造及び材質が、⽔道法施⾏令第６条に規
定される基準に適合することを確保するため、⽔道事
業者がその給⽔区域内において、給⽔装置⼯事を適正
に施⼯することができると認められるものを、⽔道法
第16条の２第１項の規定に基づき、指定する制度。

令和４年６⽉末時点
岩⼿中部⽔道企業団指定給⽔装置⼯事事業者数 322者
※上記事業者数とは別に休⽌中9者 （合計331者）

⽔道事業者は、当該⽔道によって⽔の供給を受け
る者の給⽔装置の構造及び材質が、前条にお規定に
基づく政令で定める基準に適合することを確保する
ため、当該⽔道事業者給⽔区域において給⽔装置⼯
事を適正に施⼯することができると認められる者の
指定をすることができる。

⽔道法第16条の２第1項

指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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更新制度の概要➁

（２）更新制の導⼊の⽬的

これまでの制度では
・名称、所在等の変更の届出
・廃⽌・休⽌・再開の届出

これらの届出がないと、事業実態の把
握ができず、所在不明な事業者が存在
するといった課題があった

こうした課題への対応、指定給
⽔装置⼯事事業者の資質の維持
・向上を図ることを⽬的として、
⽔道法の⼀部を改正。

⽔道法第25条の３の２

「指定の有効期間を５年とする」⽔道法第16条の２第１項の指定は、５年ご
とにその更新を受けなければ、その期間の
経過によって、その効⼒を失う。

⽔道法第25条の3の2

指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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指定の有効期間①

（１）改正⽔道法施⾏⽇前⽇（Ｒ１.９.30）以前に指定を受けた場合の有効期間

岩⼿中部⽔道企業団より指定を受けた⽇
①平成10年４⽉１⽇ から 平成11年３⽉31⽇
②平成11年４⽉１⽇ から 平成15年３⽉31⽇
③平成15年４⽉１⽇ から 平成19年３⽉31⽇
④平成19年４⽉１⽇ から 平成25年３⽉31⽇
⑤平成25年４⽉１⽇ から 令和元年９⽉30⽇

初回更新までの指定の有効期間
令和２年９⽉29⽇までの１年間
令和３年９⽉29⽇までの２年間
令和４年９⽉29⽇までの３年間
令和５年９⽉29⽇までの４年間
令和６年９⽉29⽇までの５年間

改正⽔道法附則第３条及び政令による経過措置

※岩⼿中部⽔道企業団は平成26年４⽉１⽇に統合し、その際に再度指定を⾏ったので、Ｒ１.９.30
より前に指定になった業者は全て上記表の⑤に該当します

指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて



（２）改正⽔道法施⾏⽇（Ｒ１.10.１）以降に指定を受けた場合の有効期間
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指定を受けた⽇から５年間

参考例）
令和４年７⽉１⽇に指定を受けた場合の指定の有効期間

令和４年７⽉１⽇から令和９年６⽉30⽇まで

指定の有効期間➁ 指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて



令和元年10⽉1⽇以前の指定業者

令和元年10⽉1⽇以降の指定業者

令和５年４⽉１⽇から令和６年７⽉3１⽇まで の受付とします （指定Ｎo.371 まで）

（１）更新⼿続き期間

更新⽇の約４ヶ⽉前までに通知し、更新⽇の１ケ⽉前までの受付とします。

※詳細については、別紙⼯程表を参照してください

（令和元年10⽉1⽇以降に指定になった業者には指定証に有効期間を表⽰しております。）
※システムの対応が間に合わず、有効期間が⼊っていない指定証をお渡ししている業者様には

有効期間が⼊ったものと後⽇交換させていただきます

更新⼿続について① 指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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⽔道法改正に伴う指定店更新作業⼯程表（案）
令和5.４⽉ 令和5.５⽉ 令和5.６⽉ 令和5.７⽉ 令和5.８⽉ 令和5.９⽉令和5.10⽉令和5.11⽉令和5.12⽉令和6.１⽉ 令和6.２⽉ 令和6.３⽉ 令和6.４⽉ 令和6.５⽉ 令和6.６⽉ 令和6.７⽉ 令和6.８⽉ 令和6.９⽉令和6.10⽉

指定店番号
№１〜№100

81業者

更新通知
発送

指定店番号
№101〜№200

80業者

更新通知
発送

指定店番号
№201〜№300

82業者

更新通知
発送

指定店番号
№301〜№371

61業者

更新通知
発送

指定店番号
№372〜№388

17業者

予備期間
休⽌中・連絡不能業
者等の再確認期間

更新通知
発送

更新申請書受付
指定証発⾏

更新申請書受付
指定証発⾏

更新申請書受付
指定証発⾏

令
和
6
年
9
⽉

29
⽇
ま
で
に
更
新
作
業
完
了

令和元年１０⽉１⽇以降に指定になられた指定業者は、
更新⽇（期間満了⽇）の約４ケ⽉前までに郵送にて通知します。約１ケ⽉前までを更新書類の受付期間とします。

継続→YES 更新申請書受付
継続→NO 廃⽌届の提出

更新申請書受付
指定証発⾏
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指定の有効期間が満了となる前に更新⼿続きをしても、更新後の有効期間は従前の満了⽇
の翌⽇から５年を経過した⽇までとなります。

※更新⼿続事務の円滑な執⾏のため、各事業者様は別添の更新作業⼯程表の期間内での
⼿続きにご協⼒ください

※注意事項

例）指定店番号Ｎo.１~100までの指定業者の更新フロー
・更新期間⼿続き期間は、令和５年４⽉に更新通知を発送、令和５年５⽉１⽇〜７⽉31⽇
（別添⼯程表）までの間に更新書類の提出をし、許可を得る。
・上記の場合の指定更新許可⽇が、令和５年７⽉３１⽇の場合

更新後の指定の有効期間は、令和６年９⽉30⽇から令和11年９⽉29⽇まで
※実際は、「令和５年７⽉31⽇から令和11年９⽉29⽇まで」となり、更新作業を早く⾏っても

終わりの期間は変わらない。（令和５年７⽉31⽇から令和10年７⽉30⽇までとはならない）

指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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（２）更新⼿続きフロー
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岩⼿中部⽔道企業団
①更新対象事業者へ通知⽂書発送

・通知時期は、別紙⼯程表参照
※通知前の更新に伴う申請は受付ません。

指定給⽔装置⼯事事業者
②更新申請書類の作成
・役員の変更、主任技術者の登録漏れないか注意。

③更新申請書類の提出
・窓⼝⼜は郵送にて提出
※指定証等について郵送での受取りを希望する
場合はその旨を連絡すること

・受付期間は別紙⼯程表参照
・書類内容についての不⾜・不備がないか確認
・指定証の交付について、窓⼝⼜は郵送かの確認

④更新申請⼿続きの受付

⑤申請書類の審査・承認
※書類不備の場合再提出

⑥更新⼿続き完了及び通知
・指定証の作成・納付書の作成
・指定の告⽰・⼿続き完了連絡

窓⼝の場合
納付書にて、更新⼿数料11,000円を納⼊後、既
存指定証と引換え交付します。

郵送の場合
納付書を郵送します。指定機関で更新⼿数料
11,000円を納⼊後、郵送等にて領収書のコピー、
既存指定証を企業団へ送付。確認後、新規指定
証を郵送します。

指
定
証
の
受
取
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（３）更新⼿続きに必要な提出書類等

48

法⼈の場合
①指定申請書（様式第１）
②誓約書（様式第２）
③機械器具調書（別表（第18条関係）、写真）
④給⽔⼯事主任技術者証の写し及び雇⽤

されていることがわかる書類。保険証の写
しなど

⑤履歴事項全部証明書（原本）
⑥定款の写し（提出⽇の⽇付、代表者印のあ

るもの）
⑦既存の指定証（更新時に交換）
⑧指定更新⼿数料として１１，０００円

個⼈の場合
①指定申請書（様式第１）
②誓約書（様式第２）
③機械器具調書（別表（第18条関係）、写真）
④給⽔⼯事主任技術者証の写し及び雇⽤

されていることがわかる書類。保険証の写
しなど

⑤住⺠票（原本）
⑥既存の指定証（更新時に交換）
⑦指定更新⼿数料として１１，０００円

更新⼿続について➁ 指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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（４）更新⼿続き時に確認する事項
（⽔道法第25条の８及び⽔道法施⾏規則第36条）

51

①岩⼿中部⽔道企業団が実施した指定給⽔装置⼯事事業者の説明会の受講実績

②指定給⽔装置⼯事事業者の業務内容

③給⽔装置⼯事主任技術者等の研修受講状況

④適切に作業を⾏う事ができる技能を有する者の従事状況

※下記事項について、指定給⽔装置⼯事事業者指定更新時確認書 （様式あり)
により提出を求めます。

更新⼿続について③ 指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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１
枚
⽬



２
枚
⽬



３
枚
⽬



指定給⽔装置⼯事事業者の事業内容や、選任している給⽔⼯事主任技術者等に関して変更があ
る場合は、変更のあった⽇から30⽇以内に届け出ていただく必要があります。（更新制度とは
別に、通常必要となる⼿続きです。）
変更の届出が漏れていると指定更新できない場合がありますので、事前に変更⼿続きをお願
いします。

更新については、対象となる指定給⽔装置⼯事事業者さま宛に、郵送で通知をします。
（※通知前の更新に伴う申請は受付しません。別添⼯程表のとおり）
なお、郵便の不着や未更新の⽅への再通知はいたしません。
指定の更新については任意のため、こちらから更新するよう催促することはありませんので更
新を希望される⽅は⼿続き漏れのないよう⼗分ご注意願います。

その他

（１）

（２）

指定給⽔装置⼯事事業者の指定更新の⼿続きについて
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ご清聴ありがとうございました。

岩⼿中部⽔道企業団 給配⽔課
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